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連結注記表 
 

 

(継続企業の前提に関する事項) 

   該当事項はありません。 

 
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等) 
 

 1.連結の範囲に関する事項 
    連結子会社の数 11社 
    主要な連結子会社の名称                                

   SJ Asia Pacific Limited 
   株式会社東京テック 
      株式会社CCCT 
   eワラント証券株式会社 
   EWARRANT INTERNATIONAL LTD. 
      EWARARANT FUND LTD. 
      アイスタディ株式会社 
      株式会社エイム・ソフト 
   株式会社ネクストエッジ 
   EWM（HONG KONG）LIMITED 
   株式会社カイカ分割準備会社 
    EWM（HONG KONG）LIMITED並びに株式会社カイカ分割準備会社は2019年10月に当社全額出資にて設立し、ア

イスタディ株式会社については、株式取得により連結の範囲に含めております。 
       株式会社ネクス・ソリューションズは2019年９月に全株式を譲渡したことにより、連結の範囲から除外し

ております。 
    フィスコキャピタル１号投資事業有限責任組合は、2019年４月に持分法適用関連会社から連結子会社にな

りましたが、2019年10月に清算結了となり、連結の範囲から除外しております。 
    

 2.持分法の適用に関する事項 
(1)持分法を適用した関連会社数    ２社 

株式会社ネクス、株式会社フィスコデジタルアセットグループ 
なお、株式会社シーズメンは2019年８月に持分法適用関連会社から除外いたしました。 
     

   (2)持分法を適用しない関連会社数 ２社 
      ENPIX Corporation、株式会社レジストアート 
    (持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から見て持分
法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分
法の適用範囲から除外しております。 

 
 
3.連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、海外連結子会社１社の決算日は３月31日ですが、連結計算書類の作成にあたり、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。 

 
 4.会計方針に関する事項 
  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
   イ．有価証券 
     その他有価証券 
     時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

     時価のないもの 
      移動平均法による原価法 
   ロ．たな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。 
     商品 
      主として個別法による原価法 
         製品 
      移動平均法による原価法 
     仕掛品 
      主として個別法による原価法 
   ハ．仮想通貨 
     活発な市場があるもの 
      時価法（売却原価は移動平均法により算定しております） 
     活発な市場がないもの 
          移動平均法による原価法 
 
 
 
          
 



  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   イ．有形固定資産（リース資産を除く） 
     当社 
      定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）および平成28年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。 

     海外連結子会社 
      定額法 
      なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建物及び構築物 ３～39年 

機械装置及び運搬具 ２～８年 

工具、器具及び備品 ４～15年 

   ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 
     定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額法、
市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく方法と残存有効期間（３年）に基づく均等
配分額を比較し、いずれか大きい額を計上しております。 

   ハ．リース資産 
      所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 
        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 
  (3) 重要な収益及び費用の計上基準 

受注制作のソフトウェアに係る売上高及び売上原価の計上基準 
イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約 

工事進行基準(契約の進捗率の見積りは原価比例法) 
ロ．その他の契約 

工事完成基準 
 

  (4) 重要な引当金の計上基準 
    イ．貸倒引当金 
       債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。 

    ロ．賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担に属する部分を計上しており

ます。 
       

  (5) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

    イ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主
持分に含めて計上しております。 

    ロ．のれんの償却方法及び償却期間 
のれんの償却については、20年以内のその投資効果の発現する期間にわたって、均等償却しております。 
ただし、金額が僅少なものについては、発生時に一括償却しております。 

    ハ．消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 
 
 
（会計方針の変更に関する注記） 

(資金決済法における仮想通貨の会計処理等に関する当面の取扱いの適用) 
「資金決済法における仮想通貨の会計処理等に関する当面の取扱い」（実務対応報告第38号平成30年３月14日）を、
当連結会計年度から適用しております。当社グループが保有する仮想通貨のうち、活発な市場が存在する仮想通貨は
市場価格に基づく価額をもって連結貸借対照表に計上するとともに、帳簿価額との差額は、売上高として計上してお
ります。活発な市場が存在しない仮想通貨は取得原価をもって連結貸借対照表に計上し、期末における処分見込価額
が取得原価を下回る場合には、当該処分見込価額をもって連結貸借対照表に計上するとともに、取得原価と当該処分
見込価額との差額は売上高として計上しております。 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用) 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）等を当連結会計年の期首か
ら適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しており
ます。 

 
 
 



注記事項 
 (連結貸借対照表に関する注記) 

1. 有形固定資産の減価償却累計額      239,587千円 
   

   
    
2.担保に供している資産 

(1)担保に供している資産は、次のとおりであります。 

 関係会社株式     1,020,000千円 
         計     1,020,000千円 
   

    (注)関係会社株式につきましては連結上相殺消去されております。 

(2)担保付債務は、次のとおりであります。 

 一年内返済予定長期借入金      142,800千円 
 長期借入金      785,800千円 
         計      928,600千円 

 
3. 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項 

金融商品取引責任準備金    金融商品取引法第46条の５第１項 
 

4. 当社の借入金のうち、シンジケートローン契約（当連結会計年度末残高2,368,600千円）には、各事業年度における
純資産及び経常利益が、一定額以上であることを約する財務制限条項が付されております。 
 

 (連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 360,858,455 株 
 当連結会計年度末日における自己株式の数 普通株式 192,954 株 

  
 2.剰余金の配当に関する事項 

   当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
 

    該当事項はありません。 
 
   当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項（予定） 
 

    該当事項はありません。 

 
3.新株予約権に関する事項 

 

    当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数 
    普通株式 700,000株 
   
 

(金融商品に関する注記) 
  1.金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 
 当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を借入により調
達しておりますが、長期にわたる投資資金は借入、増資及び社債の発行にて調達する方針であります。デリバ
ティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用する方針であり、投機的な取引は行わない方針であ
ります。 

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。預け金には有価証券が含ま
れており、売却時と現在の評価額とは差が発生しますので、時には現在の評価額を下回るリスクがあります。
投資有価証券は、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。また、取引先企業等に
対して短期貸付及び長期貸付を行っております。 
 営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。カバード・ワラント負債
は、原資産価格の変動の影響を受けるので、時にはヘッジ取引を行なっても、損失を蒙ることがあります。長
期借入金は、主に長期的な投資資金に係る資金調達であります。 
  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 
①信用リスクの管理 
 当社は、与信管理規程に従い、営業債権、長期貸付金について、主な取引先の信用状況を定期的に把握し、
取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ
ております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行っております。 
 なお、デリバティブ取引の利用にあたっては、格付の高い金融機関とのみ取引を行う方針であり、信用リス
クはほとんどないと認識しております。 
 
②市場リスクの管理 
 投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外の
ものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 
また金融商品取引事業においては、市場リスクは保有する有価証券・派生商品（デリバティブ）等や外貨預



金等の外貨建て資産・負債等に、株価、金利その他価格変動要因及び外国為替相場等など市場全体に共通の要
素の変動によって発生し得る損失の危険とその他の理由によって発生し得る損失の危険をあらかじめ定めた限
度額の範囲内に収めることでトレーディング部で管理しております。なお、当該限度額は投資・リスク管理委
員会において決定し、リスク管理室でモニタリングしております。 
 
③資金調達に係る流動性リスクの管理 
 当社は、担当部署が資金繰計画を作成するとともに、手許流動性の維持等により流動性の管理を行っており
ます。 
 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含
まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することもあります。 
  

 
  2. 金融商品の時価等に関する事項 

 2019年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、下表には含めておりません(注２)を参照くださ
い。)。 
 

(単位：千円)  

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金 2,564,276 2,564,276 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 851,890 851,890 ― 

(3) 未収入金 88,891 88,891 ― 

(4) 預け金 312,668 312,668 ― 

(5) 投資有価証券 812,059 812,059 ― 

(6) 長期貸付金 214,509   

    貸倒引当金(※) 214,359   

 150 150 ― 

資産計 4,629,936 4,629,936 ― 

(1) 支払手形及び買掛金 265,385 265,385 ― 

(2) カバード・ワラント負債 148,070 148,070 ― 

(3) 社債 630,000 619,593 10,406 

(4) 長期借入金 2,579,611 2,463,465 116,146 

負債計 3,623,066 3,496,513 126,552 

(※) 長期貸付金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。 
 
 

 
(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 
(1) 現金及び預金、（3）未収入金、(4)預け金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。 

(2) 受取手形及び売掛金 
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを

加味した利率により割り引いた現在価値によっております。 
(5) 投資有価証券 

投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。 
(6) 長期貸付金 

当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ご
とに、その将来キャッシュ・フローを適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現
在価値により算定しております。なお、連結貸借対照表に計上しております短期貸付金のうち、１年
内回収予定の長期貸付金に該当するものは、当該項目に含めて記載しております。 

   
負債 

(1) 支払手形及び買掛金 
これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 
(2) カバード・ワラント負債 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。 

(3) 社債の時価については、市場価格によっています。 
(4) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、連結貸借対照表に計上しております１年内



返済予定の長期借入金は、当該項目に含めて記載しております。 
 
 (注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
  
下記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めてお

りません。 
                         (単位：千円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式   3,366,278 

 

(賃貸等不動産に関する注記) 

  当社では、静岡県に遊休不動産を有しております。 
  当連結会計年度における当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の連結貸借対照表計上額及
び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおり
であります。 
                                      (単位：千円) 

 
連結貸借対照表計上額 

連結決算日における時価 当連結会計年度 
期首残高 

当連結会計年度 
増減額 

当連結会計年度 
末残高 

遊休不動産 2,000  △1,500 500 510 

賃貸不動産として使用さ
れる部分を含む不動産 

 285,480 △285,480 ― ― 

(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 
   ２ 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の期中増減額のうち、当連結会計年度の主な減少額

は、全株式を売却して連結除外した㈱ネクス・ソリューションズの保有する賃貸用不動産の影響によ
るものであります。 

３ 時価の算定方法 
時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を 
行ったものを含む。）であります。 
 

(１株当たり情報に関する注記) 

(1) １株当たり純資産額 15円06銭 
(2) １株当たり当期純損失 4円86銭 

 

 
(重要な後発事象に関する注記) 

 該当事項はありません。 


